UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲 ／第19号の4
準ミリ波帯小電力データ通信システム

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項四]
	24.77 ～ 25.23GHz

	チャンネルの数または間隔

	47
10MHz　

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一、9]
	20


	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二 第30]
	18＋20（ｎ－1）MHz以内
ｎ＝ 同時に使用する単位無線チャンネルの数


	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	＜24.705MHz、 ＞25.295GHz ：1μW/MHz以下


	空中線電力

指定値 [無線設備規則 第四十九条の二十]
偏 差 [無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値 ：

OFDM　10ｍW/MHz以下
その他：　　 10mW以下
偏 　差：

＋20％　　- 80％


	隣接チャンネル漏洩電力
および帯域外漏洩電力の許容値
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	【隣接チャンネル漏洩電 力】

20＋10（ｎ－1）MHz離れた±9MHzの帯域 内 ： 25dB以上低い値

40＋10（ｎ－1）MHz離れた±9MHzの帯域内 ： 40dB以上低い値

ｎ＝ 同時に使用する単位無線チャンネルの数

【帯域外漏洩電力】 (等価等方輻射電力)
別表参照



＜　1GHz　　　4nW以下
≧　1GHz
	　　 20nW以下　

	
	混信防止機能
[無線設備規則 第九条の四、九]
	識別符号を自動的に送信または受信する機能を有すること


	キャリアセンス機

	一　キャリアセンスは、通信の相手方以外の無線局の無線設備から発射された電波を受信し、受信空中線の最大利得方向における電界強度が毎メートル四六〇ミリボルト(一MHzの帯域幅における等価等方輻射電力が、絶対利得〇デシベルの送信空中線に一MHzの帯域幅における平均電力が一〇ミリワットの空中線電力を加えたときの値を超えるときは次の式により求められる値)を超える場合に、当該無線設備が発射する単位無線チャネルと同一の周波数の電波の発射を行わないものであること。この場合において、当該無線設備から発射された電波の受信は、それぞれの単位無線チャネルの搬送波の周波数において行うものとする。

460／√Aミリボルト

Aは、1MHzの帯域幅における等価等方輻射電力を、絶対利得0デシベルの送信空中線に1MHzの帯域幅における平均電力が10ミリワットの空中線電力を加えたときの値で除した値とする。

二　無線設備は、キャリアセンスを行った後、送信を開始するものであること。ただし、他の無線局から送受信を制御されている場合及び送信を行った無線設備がキャリアセンス後四ミリ秒以内に送信を再開する場合は、キャリアセンスを省略することができる。

三　他の無線局の送受信を制御することができる無線設備は、発射可能な周波数において通信の相手方以外の無線局の無線設備から発射された電波を受信し、電界強度が最も低い単位無線チャネルを選択する機能を有すること。この場合において、当該無線設備から発射された電波の受信は、それぞれの単位無線チャネルの搬送波の周波数において行うものとする。

	送信バースト長
[無線設備規則 第四十九条の二十]
その他(上記重複あり)
	4ms以下
イ　空中線系を除く高周波部及び変調部は、容易に開けることができないこと。

ロ　通信方式は、単向通信方式、単信方式、複信方式、半複信方式または同報通信方式であること。

ハ　無線チャネルは、単位無線チャネル(搬送波の周波数が、二四・七七GHz以上二五・二三GHz以下の周波数であつて二四・七七GHz若しくは二四・七七GHzに二〇MHzの整数倍を加えたものである無線チャネルをいう。以下この号及び別表第二号第30において同じ。)を一又は二以上同時に使用して構成されるものであること。

ニ　同時に使用する単位無線チャネルの最大数は、三であること。

ホ　二以上の単位無線チャネルを一の無線チャネルとして使用するときの搬送波の周波数は、一の無線チャネルとして使用する単位無線チャネルの数に応じて、次のいずれかであること。

(１)　奇数個の単位無線チャネルを一の無線チャネルとして使用するときは、二四・七七GHz以上二五・二三GHz以下の周波数であつて二四・七七GHz若しくは二四・七七GHzに二〇MHzの整数倍を加えたものであること。

(２)　偶数個の単位無線チャネルを一の無線チャネルとして使用するときは、二四・七八GHz以上二五・二二GHz以下の周波数であつて二四・七八GHz若しくは二四・七八GHzに二〇MHzの整数倍を加えたものであること。

ヘ　変調方式は、次のいずれかであること。
(１)　直交周波数分割多重方式

(２)　振幅変調方式、位相変調方式、周波数変調方式、パルス変調方式又はこれらの複合方式

ト　単位無線チャネル当たりの信号伝送速度は、毎秒一〇メガビット以上であること。ただし、無線設備は、単位無線チャネル当たり毎秒二〇メガビット以上の速度で信号を伝送する能力を有するものでなければならない。

チ　送信バースト長は、四ミリ秒以下であること。

リ　送信装置の空中線電力は、次のいずれかであること。

(１)　ヘ(1)に規定する変調方式を使用するものは、一MHzの帯域幅における平均電力が一〇ミリワット以下であること。

(２)　ヘ(2)に規定する変調方式を使用するものは、一〇ミリワット以下であること。

ヌ　空中線電力が必要最小限となるように自動的に制御する機能を有すること。

ル　直交周波数分割多重方式は、一MHzの帯域幅当たりのキャリア数が一以上であること。

ヲ　送信空中線の利得は、一〇デシベル以下であること。ただし、一MHzの帯域幅における等価等方輻射電力が、絶対利得一〇デシベルの空中線に一MHzの帯域幅における平均電力が一〇ミリワットの空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を送信空中線の利得で補うことができる。

ワ　ヲの送信空中線の水平面及び垂直面の主輻射の角度の幅は、次の式により求められる値を超えないこと。

360／A度

Aは、1MHzの帯域幅における等価等方輻射電力を絶対利得2.14デシベルの送信空中線に1MHzの帯域幅における平均電力が10ミリワットの空中線電力を加えたときの値で除した値とし、1を下回るときは1とする。

カ　搬送波の周波数から二〇MHz離れた周波数及び四〇MHz以上離れた単位無線チャネルの搬送波の周波数(二以上の単位無線チャネルを一の無線チャネルとして使用するものにあつては、次の式により求められる値の周波数)の(±)九MHzの帯域内に輻射される平均電力が、搬送波のものよりそれぞれ二五デシベル及び四〇デシベル以上低い値であること。ただし、次の表の周波数帯においては、一MHzの帯域幅における等価等方輻射電力が、次の表の値であること。

20＋10(n－1)MHz及び40＋10(n－1)MHz以上

nは、同時に使用する単位無線チャネルの数とする。
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	注) 
	OFDM： 直交周波数分割多重方式

	 
	その他： 振幅変調方式、位相変調方式、周波数変調方式、パルス変調方式またはこれらの複合方式




	【別表】
	帯域害漏洩電力　（等価等方輻射電力）


	周波数帯

	1MHzの帯域幅における等価等方輻射電力


	24.705GHz　≦　ｆ　＜　24.74GHz

	1μW/MHz以下


	24.74GHz　　≦　ｆ　＜　24.75GHz 

	16μW/MHz以下


	25.25GHz　　＜　ｆ　≦　25.26GHz

	16μW/MHz以下


	25.26GHz　　＜　ｆ　＜　25.295GHz

	1μW/MHz以下


		
		
		
		

	


